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短期大学設置基準改正要綱

（専門職学科に関する特例）

第一 専門職学科とする学科

短期大学の学科のうち、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を

育成する教育課程を編成するものは、専門職学科とすること。

第二 専門職学科に係る設置基準の特例

一 教育課程等

１ 専門職学科に係る教育課程の編成方針

（１） 専門職学科の教育課程の編成に当たっては、専門職学科を設ける短期大学は、短期

大学設置基準第５条に定めるところによるほか、専門性が求められる職業を担うための実

践的な能力及び当該職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を育

成するとともに、職業倫理を涵養するよう適切に配慮しなければならないこと。

（２） 専門職学科を設ける短期大学は、専門職学科の専攻に係る職業を取り巻く状況を踏ま

えて必要な授業科目を開発し、当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うとともに、

当該状況の変化に対応し、授業科目の内容、教育課程の構成等について、不断の見直

しを行うものとすること。

（３） （２）による授業科目の開発、教育課程の編成及びそれらの見直しは、教育課程連携協

議会の意見を勘案するとともに、適切な体制を整えて行うものとすること。

２ 教育課程連携協議会

（１） 専門職学科を設ける短期大学は、産業界及び地域社会との連携により、専門職学科の

教育課程を編成し、及び円滑かつ効果的に実施するため、教育課程連携協議会を設け

るものとすること。

（２） 教育課程連携協議会は、次に掲げる者をもって構成することとすること。

① 学長又は専門職学科の長（以下「学長等」という。）が指名する教員その他の職員

② 当該専門職学科の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を

行う者による団体のうち、広範囲の地域で活動するものの関係者であって、当該職業の

実務に関し豊富な経験を有するもの

③ 地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他の地域の関係者

④ 臨地実務実習その他の授業科目の開設又は授業の実施において当該専門職学科を

設ける短期大学と協力する事業者

⑤ 当該専門職学科を設ける短期大学の教員その他の職員以外の者であって学長等が

必要と認めるもの

（３） 教育課程連携協議会は、次に掲げる事項について審議し、学長等に意見を述べるも

のとすること。

① 産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の専門職学科の教育課

程の編成に関する基本的な事項

② 産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の専門職学科の教育課程の

実施に関する基本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

３ 専門職学科の授業科目

（別紙２）
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（１） 専門職学科を設ける短期大学は、次の①～④に掲げる授業科目を開設するものとする

こと｡

① 一般・基礎科目（幅広く深い教養及び総合的な判断力を培うための授業科目並びに

生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力

を育成するための授業科目をいう。）

② 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な

能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するための授業科目をいう｡)

③ 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的な能力であ

って、当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必要なものを育成するた

めの授業科目をいう。）

④ 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し、専門性が求められる職業を担うための

実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目をいう。）

４ 専門職学科に係る卒業の要件

（１） 修業年限が２年の専門職学科に係る卒業要件は、短期大学設置基準第１８条第１項及

び第３項に定めるところによるほか、次の①～③のいずれにも該当することとすること。

① 短期大学設置基準第１８条第１項の規定により卒業の要件として修得すべき６２単位

以上の単位に、一般・基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ１０単位以上、職業専門

科目に係る３０単位以上並びに総合科目に係る２単位以上が含まれること。

② 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業科目）

に係る２０単位以上を修得すること。

③ ②の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業その他の事業者の事業所又はこれ

に類する場所において、当該事業者の実務に従事することにより行う実習による授業科

目であって、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。以下同じ。）

に係る１０単位が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認められる場合には､２単位を超えない範囲で、連携実務演習

等（企業その他の事業者と連携して開設する演習、実験、実習又は実技による授業科

目のうち、当該事業者の実務に係る課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であ

つて、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。以下同じ。）をもつ

てこれに代えることができること。

（２） 修業年限が３年の専門職学科に係る卒業要件は、短期大学設置基準第１８条第２項及

び第３項に定めるところによるほか、次の①～③のいずれにも該当することとすること。

① 短期大学設置基準第１８条第２項の規定により卒業の要件として修得すべき９３単位

（夜間学科等であって同令第１９条に規定する要件を卒業の要件とするもの（以下「第１

９条の夜間学科等」という。）にあっては、６２単位）以上の単位に、一般・基礎科目及び

展開科目に係るそれぞれ１５単位（第１９条の夜間学科等にあっては、１０単位）以上、

職業専門科目に係る４５単位（第１９条の夜間学科等にあっては、３０単位）以上並びに

総合科目に係る２単位以上が含まれること。

② 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業

科目）に係る３０単位（第１９条の夜間学科等にあっては、２０単位）以上を修得すること｡

③ ②の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る１５単位（第１９条の夜間学科等に
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あっては、１０単位）が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を

十分にあげることができると認められる場合には、３単位（第１９条の夜間学科等にあって

は、２単位）を超えない範囲で、連携実務演習等をもつてこれに代えることができること。

二 実務の経験等を有する専任教員

１ 専門職学科に係る必要専任教員数のうち、短期大学設置基準別表第一イによる学科の種

類及び規模に応じ定める専任教員数のおおむね４割以上は、専攻分野におけるおおむね５

年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者（以下「実務の経験等を

有する専任教員」という。）とすること｡

２ 実務の経験等を有する専任教員のうち、（１）のおおむね４割の専任教員の数に２分の１を

乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五入する。）以上は、次の

①～③のいずれかに該当する者とすること｡

① 大学、専門職大学、短期大学、専門職短期大学又は高等専門学校において教授、准教

授、専任の講師又は助教の経歴のある者

② 博士の学位、修士の学位又は修士（専門職）、法務博士（専門職）若しくは教職修士（専

門職）の学位を有する者

③ 企業等に在職し、実務に係る研究上の業績を有する者

３ １のおおむね４割の専任教員の数の２分の１を乗じて算出される数（小数点以下の端数が

あるときは、これを四捨五入する。）の範囲内については、専任教員以外の者であっても、１

年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学科の運営につ

いて責任を担う者で足りるものとすること｡

三 学 生

１ 入学者選抜

専門職学科を設ける短期大学は、専門職学科に係る入学者の選抜に当たっては、短期大

学設置基準第２条の２に定めるところによるほか、実務の経験を有する者その他の入学者の

多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとすること。

２ 授業を行う学生数

専門職学科を設ける短期大学が当該専門職学科の一の授業科目について同時に授業を

行う学生数は、短期大学設置基準第１０条の規定にかかわらず、４０人以下とすること。ただ

し、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この

限りでないこと。

四 施設設備等

１ 校舎面積 ≪表[後掲]参照≫

専門職学科に係る校舎面積については、臨地実務実習が必修である等の特性を考慮し、

卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実習に必要な施設の一部を企業等の事業

者の施設の使用により確保する場合等、一定の要件の下に、必要校舎面積を減ずることを可

能とすること。

２ 実務実習に必要な施設

専門職学科を設ける短期大学は、実験・実習室及び附属施設のほか、当該専門職学科に

係る臨地実務実習その他の実習に必要な施設を確保するものとすること。
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（短期大学における小規模学科のための基準の整備等）

第三 小規模学科のための基準の整備

一 専任教員数

短期大学の専任教員数に関し、入学定員が短期大学設置基準に定める数に満たない場

合には、その2割の範囲内において兼任の教員に代えることができることとすること。

二 校舎面積 ≪表[後掲]参照≫

短期大学については、短期大学設置基準別表第二による基準校舎面積及び加算校舎面

積に関し、より小規模学科のための基準を整備すること。

第四 入学前の実務経験を通じた実践的な能力の修得についての単位認定

短期大学は、学生が当該短期大学に入学する前に専門性が求められる職業に係る実務の

経験を通じ、当該職業に必要な能力（当該短期大学において修得させることとしている者に限

る。）を修得している場合において、教育上有益と認めるときは、文部科学大臣が別に定めると

ころにより、当該職業に必要な能力の修得を、当該短期大学における授業科目（職業に必要な

能力を育成することを目的とする課程において開設するものに限る。）の履修とみなし、修業年

限が２年の短期大学にあっては１５単位を、修業年限が３年の短期大学にあっては２３単位（短

期大学設置基準第第１９条の規定により卒業の要件として６２単位以上を修得することとする短

期大学にあっては、１５単位）を超えない範囲で短期大学の定めるところにより、単位を与えるこ

とができることとすること。

（その他）

第五 専門職大学の制度化に伴う規定の整備

一 短期大学の助手となることのできる者の資格として、学士（専門職）の学位を有する者を、

追加すること。

二 その他所要の規定の整備を行うこと。

第六 施行期日

この改正は、平成３１年４月１日から施行すること。
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○短期大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）

別表第二（第三十一条関係） ※下線部が改正（追加）部分

イ 基準校舎面積

50人 1 0 0 1 5 0 2 0 0 2 5 0 3 0 0 3 5 0 4 0 0 4 5 0 5 0 0 5 5 0 6 0 0

収容定員 まで 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま

の場 での での での での での での での での での での での

合の 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合

面積 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面

学科の種類 （㎡） 積 積 積 積 積 積 積 積 積 積 積

（㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡）

文学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

教育学・保育学 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

関係

法学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

経済学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

社会学･社会福祉 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

学関係

理学関係 1850 2000 2150 2400 2750 3200 3650 4150 4600 5050 5500 6000

工学関係 1950 2100 2250 2500 2900 3350 3800 4250 4750 5200 5650 6100

農学関係 1850 2000 2150 2400 2750 3200 3650 4150 4600 5050 5500 6000

家政関係 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

美術関係 1750 1900 2050 2250 2600 3000 3350 3750 4150 4550 4950 5350

音楽関係 1550 1700 1850 2050 2350 2700 3100 3450 3800 4200 4550 4950

体育関係 1550 1700 1850 2050 2250 2500 2750 3000 3250 3500 3750 4000

保健衛生学関係 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

（看護学関係）

保健衛生学関係 1750 1850 1950 2200 2450 2800 3100 3400 3750 4050 4350 4650

（看護学関係を

除く。）

備考

一～四 （略）

五 専門職学科における面積については、第一の一の４の（１）の③又は（２）の③の卒業に必

要な臨地実務実習を実施するに当たり、実験・実習室その他の実習に必要な施設の一部を

企業等の事業者の施設の使用により確保する場合その他の相当の事由があると認められる

場合には、教育研究に支障がない限度において、この表に定める面積を減ずることができ

る。

六・七 （略）

≪別紙２（表）≫


